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駐在員事務所とは
Representative Office（代表处 dàibiǎochù）は、外国企業の従属拠点であり、独自の法人格を持ちませ
ん。独立した法人とは認められず、本社の存在を中国国内へ延長する位置づけにとどまります。申請は
SAMR が審査します。

2 年
親会社は最低 2 年の営業実績と、非の打ちどころのない事業履歴が求められます。登録資本の払
い込みは不要で、事務所の存在自体がブランドの信用を高めます。

できること・できないこと
できること：

できないこと：

注意
口座に入金できるのは、事務所の日常経費に充てる親会社の資金のみです。一線を越えれば罰
金、最悪の場合は登記抹消となります。



必要書類と登記期間
親会社の書類は中国語に翻訳のうえ認証を受けます。2023 年 11 月以降、多くの国では領事認証が不要
となり、アポスティーユと認証翻訳で足ります。

書類一式：

住宅は事務所に使えません——物件の用途は非居住用である必要があります。香港法人について
は簡易な認証手続きが適用されます。

登記の流れと期間



上海・北京は費用が高い一方、手続きが整備されており進行は速く、地方ではその逆になりま
す。

費用と税務
支出は一時費用と経常費用に分かれます。逆説的ですが、事務所に利益はないのに納税義務は生じます
——みなし利益（deemed profit）方式が適用されるためです。

支払項目 区分

経常支出こそが主要なコスト項目です。事前に試算した予算が想定外の出費を防ぎます。



税務の仕組み
みなし利益方式
経費 × 利益率 = みなし利益。この金額を課税標準として企業所得税と増値税が課されます。経費
規模が大きいほど納付額も増えます。

申告と源泉徴収

経費の正確な計上は納付額に直接影響します。

人員と査証

社会保険料の納付は義務です。これを怠れば事務所の業務が停止しかねません。



申告と形態の選択
申告と清算

大都市では、閉鎖時の税務調査だけで 2〜3 か月を要します。

駐在員事務所か WFOE か？
駐在員事務所：市場の偵察——需要、人脈、評判——販売も収入もなし。WFOE / 合弁：実際の
販売と収益。直接の組織変更はできず——まず清算が必要。

「駐在員事務所とは、発砲を許されない偵察部隊です。状況を見極める間は代えがたい存在です
が、最初の取引が発生した時点で本格的な会社への移行が必要になります。」— セルゲイ・コノ
ン（Sergei Konon）、アジア市場進出コンサルタント
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